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経済成長の牽引力 ①中期目標

 2021年3月発表「14次五ヵ年計画」と2035年までの長期目標綱要」により、小康社会（ややゆとりのある社
会）を実現後、次の成長目標が示された。

 14次五ヵ年計画の主要指標は5分野20項目で、「民生福祉」関連が7項目となりウェイトが高い。

• GDP成長率、労働生産性伸び率、常住人口都市化
率

経済発展

• R&D支出増加率、1万人当たり高価値発明特許保有
件数、デジタル経済コア産業増加値対GDP比率

イノベーション
による駆動

• 可処分所得増加率、都市部失業率、生産年齢人口
教育年数、千人当たり医師数、基本養老保険加入率、
千人当たり保育園数、平均寿命

民生福祉

• エネルギー消費量削減率、CO２排出量削減率

• 大気質、水質、森林カバー率
グリーン生態

• 穀物生産能力、エネルギー生産能力安全保障

2035年目標

一人当たりGDPを
中等先進国レベルへ

引上げ等

14次五ヵ年計画主要指標
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経済成長の牽引力 ②イノベーション

 中国はR&D費用、研究者数いずれも過去10年大きく伸びている。特許件数は国内特許登録件数、国際特
許出願件数いずれも世界一となり、イノベーションの成果が見て取れる。
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「共同富裕」と「経済発展」、「民生福祉」

 次の発展段階として、バランスの取れた物質的＆精神的豊かさを、2025年、2035年、2050年頃と時間をか
けつつ実現していく考え方。

 画一的な平等主義ではない。競争原理とセーフティネットを両立させつつ、中所得者層を充実させて質の高
い労働人口を確保し、安定した経済成長につなげる。
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現地日系企業

 在中国の日本企業数は支店及び100%子会社形態合計4,851社、同形態海外総数の15%を占める。
 中国の貿易相手は2020年にASEANが最大となった。

470 453 

4,321 4,398 

1,809 1,802 
394 377 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2019年 2020年

中国における日系企業数（注）

（出所：外務省）

個人起業

合弁企業

100％子会社

海外支店等

注）形態不明の社数は含まず。

7.5%

8.0%

8.5%

9.0%

9.5%

10.0%

100

105

110

115

120

125

130

千
人

中国の在留邦人数
（出所：外務省）

在留者数

シェア

0%

5%

10%

15%

20%

25%

2018 2019 2020 2021/1H

中国輸出先シェア
（出所：中国税関）

米国

ASEAN

EU

日本

ベトナム

香港
0%

5%

10%

15%

20%

25%

2018 2019 2020 2021/1H

中国輸入先シェア
（出所：中国税関）

米国

ASEAN

EU

日本

韓国

ドイツ

ベトナム



6

（商 号） MUFGバンク（中国）有限公司

（住 所）上海市浦東新区海陽西路399号前灘時代広場17-20階

（登録番号） 中国銀行業監督管理委員会上海監管局 B0288H231000001
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